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交通反則金の電子納付の推進等について（要望） 
 

平素より金融界にご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 

さて、金融界は、かねて、税・公金の収納の効率化・電子化に向けた取組みを行っ

ております。 

税・公金の電子納付は、納付者にとっては、場所や時間を気にせず行うことができ

る利便性の高い手段であるほか、金融機関および行政機関にとっても、窓口における

納付書・現金の授受や、バックオフィスにおける納付済通知書の仕分け・引渡しを不

要とできる効率的な手段です。この点、国民の生産性向上にも資するものと考えてお

ります。 

本件は、新型コロナウイルス感染症を契機とした書面・押印・対面主義からの脱却

にも資するものであり、国民生活の利便性向上をはかる観点からも社会・経済システ

ムの再構築を見据え、引き続き、不断の取組みが必要であると認識しております。 

以上を踏まえ、交通反則金の電子納付の推進等について、下記のとおり要望いたし

ますので、ご高配賜りますようお願い申しあげます。 

 

記 
 

１．交通反則金の電子納付の推進 

交通反則金の納付については、「規制改革実施計画」（2022 年６月７日閣議決定）

において、「警察庁は、交通反則金の納付に係るインターネットバンキングやＡＴＭ

からの交通反則金専用口座への振込等による納付について、秋田県及び島根県にお

いて開始された試行的実施状況の検証や納付方法の更なる多様化に向けた検討の

状況を踏まえ、全国的な導入を進める。」とされたものの、その後これまでに他都道

府県への広がりはみられず、上記２県を除いて従来どおりの取扱いが続けられてい
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るものと承知している。警察庁「令和５年中の交通死亡事故の発生状況及び道路交

通法違反取締り状況等について」によれば、令和５年中における道路交通法違反の

告知・送致件数は 4,484,894件であるところ、その大部分が、納付書により金融機

関窓口で納付されていると思われる。 

ここで、金融機関における交通反則金の収納事務としては、受付後、都道府県毎

の納付書の仕分けや手計算等を行ったうえ、各警察署等に回付している。依然とし

て存在する手書きの納付書については、異例対応として処理に時間を要している。

これにより、繁忙時には、他の取引で来訪した顧客の待ち時間が長くなる等の影響

が生じている。 

この点、「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（2024 年５月 31 日

規制改革推進会議）によれば、これまで（2024 年３月 31 日時点）の実施状況は、

前年と同様、「交通反則金の納付方法の多様化に向け、クレジットカード納付、コン

ビニ納付の導入等に向けた制度改正、警察共通基盤を活用したシステムの仕様等に

ついて検討を行っている」、今後の予定は、「引き続き所要の検討を行う」とされて

おり、2024年４月からは一部都道府県警においては、放置駐車違反金のスマートフ

ォン決済アプリでの納付が可能となる等進展も見られることから、貴庁におかれて

は、引き続き、国民の利便性向上や警察署・金融機関の事務効率化を図るべく、振

込納付に留まらず、幅広いキャッシュレス納付手段の一刻も早い実現に向けて、力

強く推進いただきたい。 

 

２．遺失現金の遺失者への支払等に関する小切手の廃止・削減【新規】 

遺失現金については、警察署によっては、当該警察署で保管できる上限額以上の

拾得金を当座預金に預託して管理し、当該拾得金を遺失者等に支払う際には、当該

当座預金からの支払いに小切手を利用する場合があると仄聞している。 

政府においては、2021 年 6 月に公表された「成長戦略実行計画」において、「５

年後（2026 年）の約束手形の利用廃止」「小切手の全面的な電子化」が盛り込まれ

ており、銀行界としても小切手の全面的な電子化（インターネットバンキングを利

用した振込等への移行）を進めていることから、貴庁におかれては各都道府県警察

に対し、遺失者等への拾得金の支払を含め、現在、小切手による支払が行われてい

る業務については、振込など小切手以外の支払手段への移行を速やかに検討・実施

するよう、周知・支援いただきたい。 

また、遺失者への拾得金の支払に関しては、小切手の廃止に至るまでの取組と

して、各警察署で保管できる拾得金の上限額を引き上げることにより、小切手に

よる支払を削減した事例があると仄聞している。貴庁におかれては、こうした各

都道府県警・警察署における小切手削減・廃止に向けた好事例を収集し、各都道

府県警に周知すること等についても、併せてご検討いただきたい。 

以  上 


